
    ( 1 )                                                Sunday,  June  2,  2024                                                © Shipping Guide

　記念すべき横浜開港の日を迎え、横浜港の今日の発
展の礎を築いてこられた先人の皆様に、改めて敬意を
表します。また、横浜港が、我が国の産業と国民の皆
様の生活を支える国際貿易港として更なる発展を遂げ
るため、多くの関係者の皆様に御尽力いただいている
ことに、改めて深く感謝申し上げます。
　横浜港における令和5年のコンテナ取扱個数は、輸
出入ともに前年を上回り、前年比1.4％増の302万個
となりました。300万個を上回るのは、5年ぶりのこ
とです。自動車関連貨物量は前年比9.0％増の2,227
万トンとなり、このうち完成自動車の輸出は、前年比

10.8％増の1,116万トンとなりました。また、北米東
岸への新たな航路の開設等もあり、外航コンテナ船の
入港隻数は前年比11.2％増の4,679隻となりました。
　横浜港では、引き続き、「国際競争力のある港」、
「観光と賑わいの港」、「安全・安心で環境にやさし
い港」を3つの柱として取り組みを進め、さらなる経
済の活性化と豊かな市民生活に資する総合港湾づくり
を目指してまいります。
　国際コンテナ戦略港湾として、急速に進展する船舶
の大型化に対応し、基幹航路の維持・拡大を図るた
め、「集貨」「創貨」「競争力強化」の3つの施策を
展開していきます。コンテナ取扱機能の強化に向け、
新本牧ふ頭の埋立を推進するとともに、南本牧ふ頭で
は、ＭＣ1～4のコンテナターミナルの一体運用の推

進と背後地の土地造成事業を進め、本牧ふ頭で
は、Ｄ5コンテナターミナルの再整備やＡ突堤ロ
ジスティクス拠点の形成等の再編強化に取り組み
ます。また、東日本最大の自動車取扱拠点である
大黒ふ頭では、世界的な脱炭素化の潮流を踏ま
え、民間事業者等と連携しながら、電気自動車の
輸出入拠点としての機能強化を進めます。
　横浜港では、2023年3月より本格的に国際ク
ルーズの受入を再開させ、昨年のクルーズ船寄港
回数は171回となり、9年ぶりの国内第1位とな
りました。安全・安心なクルーズ船の受入を拡大
するとともに、臨港パーク先端部の整備など横浜
にお越しになる皆様に街なかを巡っていただける

ような取り組みを進め、観
光消費の更なる拡大につな
げます。山下ふ頭再開発で
は、これまでにいただいた
市民の皆様の御意見や事業
者の皆様の御提案を踏ま
え、引き続き地域の皆様や
有識者等から構成される検
討委員会を開催し、新たな
事業計画の策定に向けた検
討を進めます。
　気候変動が世界共通の喫
緊の課題となる中、停泊中
の船舶から排出されるCO2を抑制する陸上電力供給設
備の運営を本牧ふ頭で開始するなど、民間事業者の皆
様と連携して、カーボンニュートラルポートの形成に
向けて取り組んでいきます。
　2027年には、横浜で、環境と共生し皆様と共に創
る 「 環 共 」 を テ ー マ と す る 国 際 博 覧 会
「GREEN×EXPO 2027」を開催します。自然の力
を活かした持続可能な社会の姿、脱炭素社会に向けた
変革への挑戦を力強く発信し、GREEN×EXPOの開
催と成功を脱炭素社会の実現につなげていきます。
　今後も、横浜港の更なる成長・発展に向けて、関係
する全ての皆様と御一緒に、全力で取り組んでまいり
ます。変わらぬ御支援、御協力をお願い申し上げま
す。
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―新・国際コンテナ戦略港
湾政策における積み替え
輸送ルート構築や積み替
え円滑化に向けた取り組
みについて
　「新しい国際コンテナ戦
略港湾政策の進め方検討委
員会」は24年2月に、24年
度から概ね5年間で取り組
むべき政策の最終とりまと
めを決定。政策目標に「サ
プライチェーンの強靱化」
などを掲げ、この期間に一
定の成果を得ることを目指
し、北米・中南米地域向け
貨物を中心に同港湾経由の
輸送ルートの構築やアジア
フィーダー航路の充実な
ど、広域集荷に向けた持続
可能かつ実効性のある仕組
みの構築に取り組むとし
た。東アジア、東南アジア
から米国向けのトランシッ
プされている輸出コンテナ
約320万TEU（22年実績）
を対象に、京浜港、阪神港
の国際コンテナ戦略港湾経
由に転換すべく、さまざま
な施策に取り組んでいく方
針である。横浜港の場合、
国内は東日本については東
北の港湾、近隣港と協調し
てきたが、海外出し貨物の

日本でのトランシップは、
あまり対象としてこなかっ
たところもある。今年度は
海外でポートセールスを実
施し、横浜港での母船積み
を働き掛け、併せて横浜港
が物流関連企業等にどう考
えられているかを確認した
い。横浜川崎国際港湾
（YKIP）の方々とも一緒
に話を聞き、横浜港の日本
の中での立ち位置や、港湾
管理者として横浜港は何が
できるのかを探っていく。
　まず集貨することが基本
であり、これまで通り、国
内の自治体とも協力してよ
り積極的にセールスしてい
きたい。外航船社も日本の
内航船社と提携して主要港
へのフィーダーを強化して
いるので、2024年問題を一
つの契機、チャンスとし
て、参考意見を聞きなが
ら、できる事を地道にやっ
ていく。

―本牧ふ頭再編や新本牧ふ
頭整備の進捗状況と24年
度の取り組みについて
　本牧ふ頭では、一昨年か
らD5コンテナターミナル
の本格的な工事が始まって

おり、来年には背後地も拡
張整備する。CMA CGM
が使用予定であり、現行の
バース長300mを400mに拡
張し超大型船が寄港できる
ようにする計画だ。国や
YKIPと十分協議しなが
ら、引き続き整備を進めて
いく。新本牧ふ頭も護岸整
備を進めており、第1期地
区は護岸延長の約9割が、
国土交通省が手掛ける第2
期地区の岸壁・護岸延長は
約3割完成している。第1期
地区に必要な埋立土砂約
900万㎥のうち、現在、約
200万㎥の土砂が投入され
ており、工事は順調に進ん
でいる。埋め立てには市内
の公共工事等から発生する
土砂に加え、リニア中央新
幹線首都圏区間（品川から
橋本（神奈川県相模原
市））のトンネル掘削土砂
も活用している。
　本牧ふ頭の再編では、D
突堤の整備に加え、A突堤
において、輸入貨物の増加
による倉庫需要の高まりを
受け、ロジスティクス拠点
を整備中だ。現在、高機能
な物流倉庫4棟が稼働して

おり、来年度には計10棟が
完成・稼働し、一大物流拠
点となる。これにより、よ
り一層横浜港の貿易取扱貨
物が増える見込みだ。
　局長就任後に出席させて
いただく各種会合において
も、近隣の他港を利用して
いる荷主などか
ら、横浜港のロ
ジスティクス関
連施設の整備状
況に関しての質
問を受ける機会
も多い。他港で
は需要があって
も用地がないと
いうこともあ
り、横浜港へ向
けられる期待の
大きさを実感し
ている。
　今後の横浜港
を支える主要なコンテナ埠
頭は、本牧ふ頭、南本牧ふ
頭、そして現在埋立中の新
本牧ふ頭だ。基幹航路の維
持拡大に向けて、集貨・創
貨・競争力強化の様々な施
策を着実に、かつ積極的に
進めていきたい。

―自動車取扱拠点として
大黒ふ頭の機能強化に
ついて
現在、自動車（新車・中
古車）の輸送需要は高く、
特に輸入ではテスラ（米
国）、BYD（中国）が中国
から入ってきて、電気自動
車（EV）の取扱台数が
年々増加傾向にある。これ
らの状況を踏まえ、ヤード
を拡張したり、用地を確保
できるように大黒の老朽化
している物揚げ場を直すな
どで対応し、自動車取扱拠
点として更なる機能強化を
図っていきたい。
　また、PCC/PCTCに加え
て、ベイブリッジをくぐれ
ない超大型クルーズ船も大
黒ふ頭で受入れており、寄
港時は山下ふ頭とシャトル
バスで結び、乗船者を元町
中華街などの市内観光につ
なげている。大黒ふ頭は背

後地が広いため、乗船客が
自家用車等でお越しいただ
き、そのままクルーズを楽
しみ、下船後に自家用車等
でご帰宅ができる、ドライ
ブ＆クルーズも可能で大変
好評いただいている。国内
に就航する最大級のクルー

ズ船MSC Cruisesの“MSC
Bellissima”（171,598ﾄﾝ、
船客定員5,655人、乗務員
1,595人）も大黒ふ頭を起点
に日本中心の近海クルーズ
サービスを提供している。
　横浜港は、大黒ふ頭とと
もに、大さん橋や新港ふ頭
などの客船ターミナルと併
せ、7隻のクルーズ船が同
時着岸可能であり、日本の
クルーズ需要、インバウン
ド需要を積極的に取り込ん
でいく。

―陸電供給や水素燃料RTG
導入などCNP形成に向
けた取り組み状況につい
て
昨年12月にA.P. Moller-

Maersk（デンマーク）、
三菱ガス化学と次世代舶用
燃料としてのグリーンメタ
ノールの横浜港におけるバ
ンカリングの利用促進に向
け覚書を締結した。国内初
のメタノール供給拠点を横
浜港に置き、24年度内にも
Ship-to-Ship方式でバンカリ
ングのトライアルの実施を
目指す考えだ。さらに横浜
市はパワーエックスと、電
気運搬船と蓄電池の利活用
を通じ、横浜港におけるカ

ーボンニュートラルポート
の形成に向けて、連携協定
を締結しており、パワーエ
ックスが開発に取り組む
「電気運搬船」を利活用し
た、次世代のエネルギーイ
ンフラの検討に取り組んで
いる。

―輸入物流の機能強化に向
けたロジスティクス拠点
の形成について
　ロジ拠点の形成は横浜港
として重要であり、前段で
説明した通り、力を入れて
いる。本牧ふ頭A突堤で現
在工事中で、殆どが4階、5
階建てとなる。完成する
と、相当な物量が扱える。
新設のロジ倉庫は温度、湿
度管理がしっかりしてい
て、袋に入ったコーヒー豆

などのバラ貨物のバランス
を取りながら積み上げる方
法も自動化されており、労
働者の負担軽減など環境整
備が進んでいる。
南本牧ふ頭及び新本牧ふ
頭の整備をさらに進めるこ
とで、増え続ける輸入貨物
に対応できるだろう。

―超大型コンテナ船や内航
コンテナ船の就航が相次
ぐ中、国内外における交
流・セールス活動につい
て
　日本出し貨物をアジア域
内港で北米や欧州、アフリ
カ向けの基幹航路船に積み
替えする貨物が多いが、そ
の原因分析を行っていく。
日本出しについては、東日
本の国際フィーダー航路の
強化に向けて取り組んでお
り、次の課題としてアジア
出し貨物を横浜港でトラン
シップする貨物の誘致に向
けても方策を練って行きた
い。
　われわれ港湾管理者は船
社、物流関連企業など、利
用者の要望に応え、選ばれ
るミナトを目指して常に進
化し、変わる努力を続けて
いく。
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横浜市港湾局長 新 保 康 裕 氏

横浜港は国際貿易港として1859年6月の開港以来、巨大な消費人口を抱える東京
と、その背後圏を持つ商業港として、また、京浜工業地帯の中心に位置する工業港と
して発展し、日本の近代化、戦後復興と経済成長、国民生活の向上に重要な役割を果
たしてきた。現在、横浜港は京浜港の中心的な総合港湾として「選ばれるミナト」を
目指し、新本牧ふ頭の整備やコンテナ船社の寄港誘致、クルーズ振興のためのターミ
ナルの強化拡充などの課題に取り組む。横浜市港湾局は総合港湾として独自のビジョ
ンを持つ一方で、外貿コンテナ埠頭については国策の国際コンテナ戦略港湾政策に基
づき、日本の港湾の国際競争力強化を目指している。その具体的目標は基幹航路就航
船の寄港誘致による日本や日本進出企業のサプライチェーン構築とその効率化に寄与
し、日本および世界経済の発展への寄与、を掲げる。横浜港の港湾管理者である横浜
市港湾局の新保康裕局長は「ミナトは荷主や船社から選ばれて“なんぼ”であり、そ
れを踏まえて、しっかりと業務にあたりたい」と語る。横浜生まれの横浜育ちでミナ
トにあこがれて横浜市庁に入庁した新保局長にコンテナターミナルの再編、埠頭整備
の状況を中心に聞いた。

北米、中南米向けの東アジアのハブ港目指し
ターミナルの再編、新ふ頭の整備に取り組む横浜港

し ん ぼ   や す ひ ろ

Tokyo  Tel:  03-6778-1801　Osaka  Tel:   06-6120-2100
 Fax: 03-6778-1822 Fax: 06-6120-2098
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南本牧ふ頭



MC1-4CTの一体運用の
推進
　南本牧ふ頭は、増大する
コンテナ取扱貨物やコンテ
ナ船の大型化に対応できる
最新鋭のふ頭で、物流形態
の変化に対応できる新しい
総合物流拠点として、1990
年から建設を進めてきた。
2001年にはMC-1、MC-2タ
ーミナルが供用を開始し、
水 深 16m・ 延 長 700m
（350m×2）の連続岸壁が
誕生した。さらに06年には
CT用地を拡張（5.4ha）し
ている。MC-3は07年1月か
ら整備に着手、15年に供用
を開始した。また、MC-4
は13年から整備に着手し、
20年8月に供用を開始して
いる。これにより、MC-
3、4ターミナルは国内最
大・唯一の水深18m・延長
900mの連続岸壁と24列対
応のガントリークレーンを
擁した世界最大級のコンテ
ナ船にも対応できる高規格
CTとなった。21年4月から
南本牧ふ頭CTはMC-1～4
すべてのターミナルの一体
利用を開始、施設全体を柔
軟に利用し、高規格な施設
能力を最大限に発揮して多
方面の航路における船舶の
船型やスケジュールなどに
対応が可能となった。
一方、CT背後では、物

流倉庫や配送サービス拠
点、複合物流ターミナルな
どを備えた総合物流拠点の
整備が進んでいる。03年か
ら埋立地の一部分譲を開始
し、現在9社が稼動。引き
続き、取扱貨物の増大と生
産性の向上などに向けて、
CT背後地5-1ブロックなど
の整備を進めている。また
南本牧ふ頭へのアクセスと
して、国道357号に連絡す
る南本牧大橋に加え、南本
牧はま道路、首都高湾岸線
南本牧ふ頭出入口が17年に
供用を開始、広域幹線道路
ネットワークを形成する首
都高湾岸線や本牧ふ頭との

連絡強化が進んだ。

主力コンテナ拠点・本牧
ふ頭
　1963年に埋立てを開始
し、70年に完成した本牧ふ
頭は、在来船、RO/RO船
からフルコンテナ船まで多
様な荷役に対応し、長年に
わたり、横浜港の中心的な
役割を担ってきている。コ
ンテナ船の大型化とコンテ
ナ貨物の増加に対応するた
め、B・C突堤間を埋立
て、BCコンテナターミナ
ルとして、05年から全面供
用を開始している。この
BCCTは、岸壁とターミナ
ルを一体的、効率的に管理
運営し、コンテナ貨物の集
中化を促進させるなど本牧
ふ頭の主力CTとして稼働
している。
　また、D突堤は、施設の
老朽化対策やコンテナ荷役
の効率化に向けてターミナ
ルの機能強化を進めてい
る。14年にD4、19年にD1
の各CTが再整備を経て再
供用を開始しているほか、
現在は超大型コンテナ船へ
の対応を図るため、D4・
D5ターミナルの一体的な
運用に向けて、D5CTの再
整備を進めている。

再編強化を進める本牧ふ頭
　仏船社CMA CGMは、本
牧ふ頭D4ターミナルを拠
点としているが、世界的に
コンテナ船の大型化が進展
する中、23年1月にCMA
CGMの1万5,000TEU型コン
テナ船が初入港した。同社
は全長約400mの超大型コ
ンテナ船の投入を希望して
いるが、現状ではD5ター
ミナルに船舶が着岸してい
る場合に、D4ターミナル
への超大型船の着岸ができ
ない。そのため、D4・D5
ターミナルの一体運用がで
きるようヤードを拡張する
とともに、D5ターミナル
の荷役方式をストラドルキ

ャリアから生産性の高い
RTG（ Rubber Tired
Gantry crane：タイヤ式門
型クレーン）に転換するな
どの再整備を進めている。
　さらに超大型コンテナ船
への対応を図るため、BC2
岸壁（310m）を整備し、
全長700mの連続バースと
する。また、既存上屋を移
転し、荷さばき地を拡張す
る計画だ。一方、CD突堤
間基部を埋め立て、荷さば
き地や内航貨物船用岸壁な
ど、BC-Dターミナルの一
体運用を図っていくとい
う。D突堤基部では、再編
に伴い必要となる上屋、一
般貨物船岸壁などの整備を
進める。
A突堤では輸入貨物に対
応したコンテナ貨物取扱量
の増大や定着に向けて、建
設資金に係る無利子貸付金
などの支援を図り、流通加
工など高機能な物流サービ
スを提供するロジスティク
ス施設の集積を進めてい
る。
　さらにA4公共岸壁に
は、内航貨物船への陸上電
力供給設備を整備する計画
で、船舶の停泊中に陸上か
ら船舶へ電力を供給するこ
とで、船舶が排出する温室
効果ガス（二酸化炭素）や
大気汚染物質（硫黄酸化
物、窒素酸化物など）の排
出量の削減に貢献する方針
だ。

新たなCT拠点・新本牧ふ頭
　新本牧ふ頭は、高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設（第1期地
区）と大水深・高規格コン
テナターミナル（第2期地
区）からなる、横浜港の次
の新たなコンテナ拠点だ。
同ふ頭は、本牧ふ頭と南本
牧ふ頭間の沖合を埋め立て
整備するもので、国際コン
テナ戦略港湾施策の一環と
して、大水深・高規格コン
テナターミナルと高度な流

通加工機能を有するロジス
ティクス施設からなる新た
な物流拠点を形成するも
の。第1期の約38haは横浜
市がロジスティクス拠点と
して整備、第2期の約50ha
は国がコンテナターミナル
を整備する計画だ。市内公
共工事から発生する土砂な
どを安定的に受け入れる役
割も担っており、19年11月
に埋立免許を取得し、21年
6月から護岸本体となるケ
ーソンの据付に着手、21年
10月から埋立てを開始して
いる。24年度は、中仕切り
堤の整備、埋立工事などを
進めていく計画だ。

大黒ふ頭・自動車専用船
拠点
　大黒ふ頭は、海上出入貨
物の増加やコンテナ化など
に対応するため、1971年か
ら1990年にかけて埋立てて
整備をした横浜港初の本格
的な島式ふ頭。コンテナバ
ース、ライナーバースをは
じめ、合計で25バース（総
延長：5,250ｍ）を整備した
が、現在、横浜港の主要輸
出品目である乗用車・トラ
ックなどの完成自動車と大
型建設用機械の取り扱いに
対応するため、コンテナバ
ースからRO/RO船をはじ
めとした自動車専用船バー
スへの機能転換を進めてい
る。

　22年には、P3、T3～8の
整備が完了し、日本最大級
となる1,400mの連続岸壁
で、大型自動車専用船5
隻、ふ頭全体で11隻の同時
着岸が可能となった。横浜
港の主要輸出品目は完成自
動車で、大黒ふ頭は東日本
最大の自動車取扱拠点とな
っており、国土交通省と横
浜市は、15年度から自動車
専用船の大型化や着岸隻数
の増加に対応するため、大
黒ふ頭の横浜航路側のP3・
P4岸壁の水深を7.5mから
12mに増深し、延長を260m
から290mに延伸する改良
工事や、荷さばき地の拡張
などを進めてきた。再整備
が完了し、日本最大級の自
動車取扱拠点となり、横浜
港の自動車取扱機能のさら
なる強化が実現した。
一方、22年4月に横浜港

埠頭により大黒ふ頭C4コン
テナターミナルの自動車タ
ーミナルへの転換も完了し

た。同ターミナルでは、川
崎汽船と傘下のダイトーコ
ーポレーションは、グルー
プ国内初の完成車ターミナ
ル「横浜港大黒C-4ターミ
ナル」を運営している。横
浜港はふ頭を再編中で、コ
ンテナを本牧、南本牧へ集
約し、大黒ふ頭を東日本最
大の完成車拠点として位置
づけ、コンテナターミナル
だったC-4を自動車ターミ
ナルとして再整備、川汽／
ダイトーコーポレーション
が借り受け運営している。
C-4は水深15m、岸壁延長
350m、係留能力は8万総ト
ン、総面積約15万3,500㎡。
完成車の輸出や積み替えだ
けでなく、ターミナル内の
大型屋根付き作業施設を活
用しブレークバルクなど多
様な貨物の取り扱いができ
る。また、同ターミナルで
は、再生可能エネルギー由
来の実質CO2排出ゼロの電
力を使用している。
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横浜市港湾局提供

　横浜港のコンテナを取り扱うコンテナターミナルは現在、本牧ふ頭と南本牧ふ頭
に整備しており、南本牧ふ頭では、世界最大級の超大型コンテナ船に対応するた
め、国内最大・唯一の水深18ｍ岸壁を有する高規格コンテナターミナルが稼働し
ている。一方、本牧ふ頭では、1万5,000TEU型の超大型コンテナ船が初入港す
るとともに、国内唯一の北米東岸航路が新たに就航するなど、同港の国際競争力へ
の取り組みの成果が表れている。さらに、次世代を担うCTを整備する目的で新本
牧ふ頭では21年10月から埋立を開始、大水深・高規格CTと新たなロジスティク
ス拠点構築に向けた整備が着実に進んでいる。

信永海運株式会社
TEL: 03-5405-7600 （代表） FAX: 03-5405-7400
フリーダイヤル：0120-549-489

横　浜：045-210-0766　　名古屋：052-209-9388

大　阪：06-6220-2800　　福　岡：092-452-8025

仙　台：022-742-5022

Digital Shinyei: http://www.shinyei-ship.co.jp

新本牧ふ頭に新たなコンテナ拠点整備

横浜市港湾局提供
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癬2016年の会社設立以降、
当社は横浜港・川崎港の国
際競争力強化のため、国の
補助金を活用して新規基幹
航路の誘致や、京浜以北を
メインとして国内広域から
の貨物誘致に向けた取り組
みを進めてきた。
　2024年度は、国の補助金
が終了したことから、すべ
て自社で支援していくこと
になる。支援メニューは、
概ね昨年度と同様であり、
船社を対象とする基幹航路
支援、国際フィーダー航路
支援、国際トランシップ事
業支援、国際フィーダー貨
物の港内ショートドレージ
支援、南本牧ふ頭MC3、4
に超大型船が寄港する際の
タグボート配船費用支援の
５つのメニューと、荷主等
を対象とする国際フィーダ
ー・鉄道輸送への転換促進
支援を実施する。
国の補助終了に伴い、横
浜市も終了、すべてYKIP

の独自財源で支援していく
こととなる。こうした支援
の実施により、基幹航路網
の維持拡大を目指すととも
に、利用者に選ばれる港の
実現につなげていきたい。

腓国際コンテナ戦略港湾
としての積み替え実証輸
送への対応について

癬横浜港を東南アジアを
含むアジア域内のハブ港と
するのはそう簡単ではな
い。シンガポールのような
バンカリング必要性や地理
的な条件が揃った港と異な
り、ローカル貨物が比較的
潤沢にあることが、船社が
寄港地を決める重要条件に
なる。例えば、Gemini
（Maersk/Hapag-Lloydの
2025年からのアライアン

ス）はハブ＆スポークが原
則とされている。国内での
積み替えを推し進めていく
にあたっては、基幹航路が
あることが前提であり、将
来にわたり基幹航路を維持
できるよう船社に対し当社
が取り組むことが重要と考
えている。当社の支援策を
推し進めつつ、国と協力し
て実施していく。

腓横浜港におけるCNP形
成に向けた取り組みや環
境対策について

癬横浜港では、カーボン
ニ ュ ー ト ラ ル ポ ー ト
（CNP）の形成に向け、国
や港湾管理者、民間事業者
等と連携しながら取り組み
を推進している。弊社は横
浜港・川崎港コンテナター

ミナルの運営を担う会社と
して、コンテナターミナル
施設における環境負荷低減
の取り組みを行っている。
　2022年度よりコンテナタ
ーミナル施設などで使用し
ている電力を従来の化石燃
料由来のものに代えて、再
生可能エネルギー由来の電
力を調達することにした。
これにより年間約2,100万
kWhの電力が切り替わり、
約9,300トンのCO2削減効果
が見込める。ターミナルの
利用者からとても高い評価
をいただいている。
　他には、水素燃料電池荷
役機械の実証や、停泊中、
船舶に陸上電力を供給する
設備の導入、世界初の電気
運搬船の受け入れ基地とな
る電力供給拠点の構築等、
様々な取り組みについて、
国や港湾管理者、民間事業
者等が一体となって検討を
進めている。当社としても
これらの設備の導入に配慮
した施設整備を進めてい
る。本牧埠頭の再編や新本
牧埠頭の整備なども控えて
おり、国や港湾管理者、タ
ーミナル利用者などとも連
携しながら、取り組んでい
きたい。
　2050年カーボンニュート
ラル・脱炭素化社会実現に
向け、各業界の動きが加速
する中、荷主はサプライチ
ェーン全体の脱炭素化に取
り組んでおり、船社・物流
事業者も対応を強化してい
る。環境に配慮した取り組
みを進めることにより、荷
主や船社等から選ばれる、
競争力のある港湾の形成に
繋げていきたい。

腓超大型コンテナ船や
LNG燃料コンテナ船をは
じめ、内航コンテナなど
の就航相次ぐ各コンテナ
ターミナルの整備状況と
効率化への取り組みにつ
いて

癬南本牧ふ頭では、21年4
月にMC4の本格供用に合わ
せてMC1～4の一体的運用
が開始された。水深18ｍ岸
壁が900ｍとなり超大型船
の受入れ機能が大幅に向上
したことは言うまでもない

が、加えて、総延長1,600ｍ
岸壁が多方面の航路の船舶
が船型やスケジュール等に
応じて柔軟に運用されるこ
とで、内航船の入港待ちも
ほとんどなくなるという効
果も得られた。
　本牧ふ頭においては、国
土交通省と連携してD5タ
ーミナルの再整備を進めて
いる。D5ターミナルはD突
堤の先端に位置し、最も港
口に近いターミナルである
ことから、大型ガントリー
クレーンに対応した岸壁に
改修するとともに、蔵置効
率を上げるため、ヤードエ
リアの拡張や荷役方式の変
更（ストラドルキャリヤ方
式からRTG方式）する計画
だ。また、本牧ふ頭では、
そのほかにBC岸壁の延伸
やターミナルの拡張、及び
C・D突堤間の一部埋立に
よる両突堤の一体化につい
ても計画されており、工事
着手に向けて、それら事業
の効果を高められるよう国
土交通省や港湾管理者と議
論していきたい。
　新本牧ふ頭については第
1期地区をロジスティクス
用地として横浜市が、ま
た、第2期地区をコンテナ
ターミナル用地として国土
交通省が埋立工事を進めて
いる。埋立完了後に整備す
るコンテナターミナルは延
長1,000ｍ、水深18ｍ以上の
岸壁を有する施設となるこ
とから、このスペックを活
かしつつ、生産性、安定
性、環境配慮の観点から世
界に誇れる高付加価値ター
ミナルとなるよう、当社と
しても、世界の港湾や最新
技術の動向などについて情
報収集を進めていきたい。

腓国際交流をはじめ、国
内外で進めるポートセー
ルス活動について

癬船社へのトップセール
スでは、4月末からのゴー
ルデンウィーク期間中にシ
ンガポールとコペンハーゲ
ンを訪問した。当社だけで
なく国交省港湾局や阪神国
際港湾会社との3者合同だ

が、シンガポールでは
Ocean Network Express
（ONE）とHapag-Lloyd、
コペンハーゲンではA.P.
Moller-Maerskを訪れて面
談した。今回の面談では一
歩踏み込んで、横浜港が取
り組んでいるカーボンニュ
ートラルへの取り組みの説
明など、実務的にも有益な
情報交換をおこなった。
　今年の2月に新しい国際
コンテナ戦略港湾政策の進
め方検討委員会の施策の方
向性等がとりまとめられ
た。それを受け、具体的な
施策の実現に向けて、東南
アジア等からの広域集貨の
ためのポートセールスも開
始する予定である。

結び

日本の港湾では、RTGの
自働化や遠隔操作が名古屋
港で実装され、横浜でも行
われている。シンガポール
では世界最大規模の完全自
動化ターミナル、トゥア
ス・ターミナルが21年から
一部が稼働を開始してい
る。
　かつて在来船の時代に
は、積み付けや荷役方法で
サービスを差別化できた
が、コンテナ船になってサ
ービスは均一化した。コモ
ディティ化したサービスは
徹底した価格（運賃）競争
の世界となる。
コンテナターミナルも、
サービスが均一化していく
と同じような道を辿り、
T/S港はコストで選ばれる
ようになる。
　コンテナターミナルは土
木・建築と機械、電気の各
工学がセットで成り立ち、
その技術者が不足してい
る。日本には70ほどのコン
テナ港があるが、地方港の
中にはコンテナターミナル
の技術者が不足していると
ころがある。
横浜港にはそれぞれの専
門家がおり、その技術クラ
スター集団を不足している
地方港や海外に派遣するよ
うな事業も検討して行きた
い。

基幹航路誘致、フィーダー支援進め、脱炭素化も加速
船社誘致は支援メニューで「選ばれるミナト」実現へ

横浜川崎国際港湾株式会社　代表取締役社長 人見  伸也 氏

YKIP

腓航路誘致、集貨促進に
向けた24年度の支援プロ
グラムについて

横浜川崎国際港湾（YKIP）は国の施策である「国際コンテナ戦略港湾政策」を推進
するため、京浜港の港湾運営会社として2016年1月に国・横浜市・川崎市・民間の
金融機関の出資を得て設立、横浜、川崎両港のコンテナターミナルの整備運営と基
幹航路やフィーダー支援、寄港船社誘致などに取り組んでいる。横浜港はコンテナ
ターミナルの再編整備と埠頭の埋立、ロジスティクス拠点の形成を進めており、
「選ばれるミナト」へ向け、その環境整備を着々と進めている。国際競争力の強
化、拡充と課題への取り組みについてYKIPの人見伸也社長に聞いた。

世界に翔く
活力ある「港ヨコハマ」を目指して！

共同化によりリーズナブルな港湾運営を実現します

YOKOHAMA PORT MEGATERMINAL CO., LTD.

〒231-0811 横浜市中区本牧ふ頭1-198　本牧ふ頭BCコンテナターミナル4階

電話 045-623-4500 　 FAX 045-623-4508

横浜港メガターミナル株式会社
代表取締役会長 藤　木　幸　夫
代表取締役社長　藤　木　幸　三



　港湾整備事業費会計は
326億4,849万円で、前年度
当初予算に比べ30億9,538万
円の増（同10.5％増）で、
主に新本牧ふ頭整備による
もの。埋立事業会計は161
億1,073万円で、前年度当初
予算に比べ114億8,360万円
の減（同41.6％減）、主に
企業債償還金などの減少に
よるもの。

国際競争力ある港づくり
国際競争力のある港づく
りに向けては、新本牧ふ頭
の整備（港湾整備事業費会
計）に188億152万円（前年
度予算額180億141万円）、
南本牧ふ頭コンテナターミ
ナルなどの整備に4億684万
円（同3億3,080万円）、具
体的にはMC1～4コンテナ
ターミナルの一体運用の推
進 、コンテナターミナル
背後地5-1ブロックの道路整
備など（埋立事業会計）、
変電設備などの更新（横浜
川崎国際港湾への貸付金、
港湾整備事業費会計）、ト
ラックドライバーの労働環
境の改善に向けた駐車場の
拡張など厚生施設の充実
（一般会計）。また本牧ふ
頭の再編強化（D5コンテ
ナターミナルの再整備）に
132億9,961万円（同99億
2,143万円）、D5岸壁・荷
さばき地改良（国直轄事
業）など、物流施設整備費
貸付金（港湾整備事業費会
計）、A突堤における民間
事業者によるロジスティク
ス施設建設の促進に取り組
む。一方、自動車貨物取扱
機能強化について、大黒ふ
頭1号物揚場補修工事に
3,254万円（同 1億 200万
円）、海岸保全施設の整備
に8,900万円（同3,800万
円）。
　港湾のデジタル化の推進
として、港湾情報システム
改修などによる利便性・機
能性の向上に9,291万円（同
1億6,412万円）、横浜港港
湾統計管理システムの改
修・運用に1,558万円（同
2,239万円）。一方、カーボ
ンニュートラルポート
（CNP）の形成について
は、臨海部の脱炭素化に向
けた取り組みなどに4,093万
円（同1,996万円）、陸上電
力供給設備の整備など埠頭
における脱炭素化の推進に
3,267万円（同1億9,000万

円）、豊かな海づくりに97
億9,740万円（同117億372万
円）を計上する。

コンテナ取扱機能強化 
　「国際コンテナ戦略港
湾」として、急速に進展す
る船舶の大型化に対応し、
基幹航路の維持・拡大を図
るため、「集貨」「創貨」
「競争力強化」の3つの施
策を展開する。新本牧ふ頭
の整備を引き続き推進する
とともに、南本牧ふ頭MC1
～4のコンテナターミナル

の一体運用の推進と背後地
5-1ブロックの整備、本牧ふ
頭D5コンテナターミナル
の再整備やA突堤ロジステ
ィクス拠点の形成などをは
じめとする本牧ふ頭再編強
化など、コンテナ取扱機能
の強化を図る。

新本牧ふ頭の整備
　新本牧ふ頭は、高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設（第1期地
区）と大水深・高規格コン
テナターミナル（第2期地
区）からなる新たな物流拠
点だ。市内公共工事などか
ら発生する土砂を安定的に
受け入れる役割も担ってお
り、21年10月から埋立てを
開始しており、24年度は、
中仕切り堤の整備、埋立工
事などを進める計画だ。

南本牧ふ頭CTなどの整備
　南本牧ふ頭では、世界最
大級の超大型コンテナ船に
対応するため、国内最大・
唯一の水深18m岸壁を有す
る高規格コンテナターミナ
ルの整備を進め、21年4月
に全面供用している。世界
最大級のコンテナ船運航会
社マースクによるMC1～4

の一体運用を開始、多方面
の航路の船舶が船型やスケ
ジュールなどに応じ施設全
体を柔軟に利用できる画期
的な運用が実現した。引き
続き、取扱貨物の増大と生
産性の向上などに向けて、
コンテナターミナルの背後
地5-1ブロックなどの整備を
進める。

本牧ふ頭の再編強化
　超大型コンテナ船への対
応を図るため、D4・D5コ
ンテナターミナルの一体的

な運用に向けて、D5コン
テナターミナルの再整備を
進める。また、コンテナ貨
物取扱量の増大と定着に向
けて、A突堤におけるロジ
スティクス拠点の形成のた
め、物流施設整備費貸付金
など国の支援制度も活用し
て事業者の進出を促進す
る。

自動車貨物取扱機能強化
　完成自動車は、横浜港の
主力輸出品目であり、大黒
ふ頭は「東日本最大の自動
車取扱拠点」となってい
る。自動車専用船の大型化
や着岸隻数の増加に対応す
るため、自動車専用船岸壁
の改良、コンテナターミナ
ルの自動車ターミナルへの
転換などを進めてきた。そ
の結果、日本最大級となる
11隻の大型自動車専用船が
同時に着岸可能な自動車取
扱拠点となった。引き続
き、世界的な脱炭素化の潮
流を踏まえ、民間事業者、
横浜港埠頭などと連携しな
がら、荷さばき地の拡張、
物揚場の補修など、電気自
動車（EV）の輸出入拠点
としての機能強化も進めて
いく。

港湾のデジタル化の推進
　民間事業者とともに、物
流のさまざまな分野におい
てDXを導入し、生産性の
向上、快適な労働環境に向
けた改善などを推進する。
横浜港港湾情報システム
は、これまで港湾施設の使
用許可手続や入港手続きに
おいて電子申請化を進め、
年間約9万件ある各手続き
の約8割が電子申請に対応
し、利便性の高いサービス
と効率的な行政運営を実現
している。24年度は、申請
受理後の時間短縮につなが
る処理画面の改良など、さ
らなる利便性向上のためシ
ステムを改善する。また、
DX施策として国が運営す

るサイバーポ
ートとの連携
に向けて、港
湾における行
為の届出や水
域の利用許可
に係る手続き
の電子申請化
の検討を進め
る。
　また横浜港
港湾統計管理
システムによ
り、横浜港の
港湾統計基礎
データ（入港
船舶の隻数、

貨物量など）を国に提供す
るとともに、横浜港統計を
作成し、市のウェブサイト

で公表している。24年度
は、サイバーポートとのデ
ータ連携に向け、同システ
ムの改修・運用を進める。

臨海部やふ頭の脱炭素化
　横浜市域の約4割に及ぶ
CO2排出量を臨海部から排
出していると推計。脱炭素
化を効果的に進めるため、
国や臨海部の民間事業者、
自治体、海外港湾などと連
携しながら、水素など次世
代エネルギーの輸入・供給
大規模拠点の形成など、脱
炭素化に向けた取り組みを
推進する。また停泊中のク
ルーズ船から排出される
CO2を削減する陸上電力供
給設備の整備検討や照明施
設のLED化をはじめ、国や
民間事業者と連携し脱炭素
化に向けたさまざまな取り
組みを進める。

陸上電力供給設備の整備
　港に停泊中の船舶は、コ
ンテナ船では冷蔵・冷凍コ
ンテナ、クルーズ船では客
室・サービス施設などで大
量の電力を消費、船内で使
用するこれらの電力を重油
などの燃料でエンジンによ
り発電し、CO2を排出して
いる。停泊中の船舶のアイ
ドリングによるCO2排出量
は、臨海部の運輸部門の約
40％を占め、埠頭における
脱炭素化には、アイドリン
グを止めるための陸上電力
供給設備の整備が最も効果
的だ。24年度は、本牧ふ頭
のA4公共岸壁において、
内航貨物船を対象として、
停泊中に必要な電力を供給
する陸上電力供給設備の運
営を開始する。

民間事業者の脱炭素化
　 横 浜 川 崎 国 際 港 湾
（YKIP）と横浜港埠頭
（YPC）による再生可能エ
ネルギー由来の電力を使っ
たターミナル運営や大黒ふ
頭自動車ターミナル事業者
による再生可能エネルギー
由来の電力を使ったターミ
ナル運営などが進んでい
る。一方で、全電気推進タ
グボートの運航やアンモニ
ア燃料タグボートの実証運
航、将来の水素燃料電池方
式へ換装可能な荷役機械
（RTG）の導入などが進ん
でいる。
　また「豊かな海づくり」
として生物多様性の保全、
環境行動の実践、市民に開
かれた漁港の改修などに取
り組み、海の環境改善、地
産地消の促進、横浜の海や
漁と触れ合える場の創出な
どを目指すとともに、脱炭
素化に向けてブルーカーボ
ンの拡大を進める。

安全で安心な港づくり
防災力の向上に向けて、
本牧ふ頭D5コンテナター
ミナルなどで耐震強化岸壁
などの整備を進めるととも
に、百数十年に一回の頻度
で発生する防護レベルの津
波や高潮、高波からの被害
を防ぐため、大黒ふ頭地区
で護岸の嵩上げを基本とし
た海岸保全施設の整備など
を進める。また、港湾施設
の計画的な点検や修繕・改
良工事で、施設の長寿命化
を図る。感染症や特定外来
生物への対応を含む水際の
保安対策に着実に取り組む
とともに、港湾の働きやす
い環境の整備を進める。

SHIPPING GUIDE,  Sunday,  June  2,  2024                    ( 5 )

　横浜市港湾局の24年度予算案概要を発表、一般会計は178億1,443万円で、前
年度当初予算に比べ、64億3,808万円の増（前年度比56.6％増）、主に本牧ふ
頭D5コンテナターミナル再整備に伴う国直轄事業、一般会計へ所属替済の埋立事
業会計用地費の支出、大さん橋国際客船ターミナルのボーディングブリッジの整備
による事業費の増などによるものだ。

港湾局24年度予算

D5再整備とA突堤でロジスティクス拠点形成促進
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ONEの省燃費船トライアル
ONEは、昨年8月に茨城

県坂東市に内陸コンテナデ
ポ（IDC）の坂東コンテナ
ヤード（坂東CY）を関東
北部・東部、東北方面の顧
客向けの京浜港と結ぶハブ
として利用促進を目指し、
輸入キャンペーンレートを
復活し、年末まで実施し
た。京浜港CYとの往復の
走行時間、距離を大幅に削
減でき、トラックの2024問
題、CO2排出削減、主要港

の混雑緩和に課題にも寄与
した。
　また、今年2月には運航
船に風力補助装置を設置し
たコンテナ船の北東アジ
ア／ハワイ航路のAsia-
Hawaii Express（AHX）で
トライアルを開始し、横浜
港南本牧ふ頭に第1船の
"Kalamazoo"（1,042TEU）
が初寄港した。Econowind
Unitは、Econowind B.V.が
開発した、風力を活用する
ことで推進力の補助し、主

機関による
燃料消費の
低減を図る
装置で、
Econowind
により最大
5％の燃料
削減効果が
期待でき、
安定した気
象条件とし

て検証に適した太平洋上の
横浜／ホノルル航路で効果
を検証している。

初のLNG燃料大型船寄港
　一方、昨年7月下旬、横
浜港本牧ふ頭D4コンテナ
ターミナルにCMA CGM
（仏）が運航するLNG燃料
1万5,000TEU型コンテナ船
“CMA CGM Liberty”が
初寄港した。長さ366m、
幅51m、最大1万4,806TEU
積みの超大型コンテナ船
で、CMA CGMのアジア／
中南米航路のACSA 1
Serviceに就航、中南米から
の輸入貨物増に対応し、同
航路の投入船の大型化を進
めるとともにLNG燃料コン
テナ船も活用し環境負荷低
減にも取り組み、ACSA1
には"CMA CGM Liberty"含
め3隻のLNG燃料コンテナ
船を投入している。

　 さ ら
に、10月
下旬には
ACSA1に
より初め
てペルー
からのブ
ドウを日
本にデリ
バリーした。ACSA1に投
入しているLNG燃料1万
5,000TEU型コンテナ船
“CMA CGM Liberty”が
横浜港本牧D4ターミナル
に寄港、ペルー産ブドウを
荷揚げした。これを皮切り
に、同サービスで横浜にコ
ンスタントに輸送される南
米産生鮮果実のラインナッ
プにペルー産ブドウ26品種
が加わっていき、環太平洋
パートナーシップに関する
包括的及び先進的な協定
（CPTPP）の衛生植物防
疫措置等ルールの面で高い
レベルの内容の恩恵を受け
日本市場に免税投入されて
いく見込みだ。

メタノール燃料船命名式
また、A.P.Moller-Maersk

（デンマーク）は、昨年10
月に三菱ガス化学、横浜市
と次世代船舶燃料としての
グリーンメタノールの横浜
港におけるバンカリングの
利用促進に向け覚書を締
結、国内初のメタノール供
給拠点を横浜港
に整備する。
　そして今年4
月4日には、横
浜港大黒客船タ
ーミナルで、初
寄港したメタノ
ール燃料を使用
で き る 新 造
16,000TEU型二

元燃料コンテナ船の命名式
を 開 催 し 、 “Astrid
Maersk”と命名した。
Maersk Equinox級（16,200
TEU）12隻シリーズの2番
船、メタノール燃料コンテ
ナ船では3番船となり、
Maerskは現在、合計25隻の
メタノール燃料船の整備を
進めている。
横浜港はMaerskにと

り、戦略的に重要な港湾
で、さらに今年はMaersk
が横浜に初寄港し100周年
を迎える節目の年で、そこ
で海運の脱炭素化に向かう
中で大きなインパクトとな
った。
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代表取締役　　　　鈴江　真由
代表取締役社長　　田留　　晏

　横浜港への超大型船の入港は年々増加し、基幹航路の誘致が着実に進み、横浜川
崎国際港湾株式会社（YKIP）設立後の2017年度から 2022年度までに合計11航
路の新規寄港が実現。昨年3月には、国内唯一の北米東岸航路が新たに就航した。
邦船3社のコンテナ船事業統合会社、Ocean Network Express（ONE）は横
浜港を拠点にアジア域内、オセアニア、南米など多彩なサービスを実施、地方港展
開や北関東インランドデポ（ICD）活用などサービスの向上を図っている一方、外
船社による大型コンテナ船の利用や、代替燃料船の寄港も相次いでいる。

横浜港では、今年度も集
貨、創貨、競争力強化の3
本柱を引き続き推進、集貨
では、アジア諸国に進出し
ている日系企業などの北
米・中南米向け貨物を主な
ターゲットに、国際コンテ
ナ戦略港湾経由の輸送ルー
トの構築に取り組む。
日本発着の国際基幹航路
を維持・拡大し、日本産業
のサプライチェーンを強靭
化するため、国際コンテナ
戦略港湾において、国際基
幹航路と、これに接続する
フィーダー航路の円滑な積
み替え機能を確保し、競争
力のあるコンテナターミナ
ルの実現に取り組んでお
り、その成果もあり、22年

の内貿コンテナ取扱個数は
過去最高の35万TEUに達し
た。
コンテナ貨物の積み替え
輸送に協力する荷主企業な
どを公募し、ONEの横浜港
経由のインドネシア～中南
米航路、クボタのレムチャ
バンからサバンナ向け、上
海からサバンナ向けを横浜
港経由の実証輸送を選定し
昨年11月から今年1月にか
けて実施、海外の港湾での
トランシップに比較して優
位性を確保できる要素があ
れば、リスク分散やBCPの
観点から、定常的な輸送ル
ートとして活用される可能
性があることが分かったと
いう。

内航総連合会のデータに
よると、2022年度の内航フ
ィーダーコンテナの取扱量
（積み揚げの合計）は181
万8,008TEUで前年度比12％
増となった。コロナ禍から
の回復や自動車部品の供給
制約の解消を受けて、実入
りが13％、空が11％それぞ
れ増加、過去最高だった
2018年度と同水準だった。
地域ごとの割合を見ると
関西が全体の26％を占め、
次いで関東が22％、中部が
14%。うち関東は39万8,766
TEUで10%増加した。港別
で横浜港は22万3,4021TEU
で前年度の21万6,841TEUか
ら43%増加し全国で2位だ
った。うち積み／実入りは
10万2,949TEUで19.8%増、
揚げ／実入りは6万4,896
TEUで10.8%増と好調だっ
た。

地方港展開、ICD活用なども進む

フィーダーコンテナ取扱量全国2位
ONEなど積み替え円滑化へ実証輸送



東海運
重量物対応、定温庫装備
　東海運は、神奈川県横浜
市本牧ふ頭A突堤に、新た
な物流倉庫を建設してお
り、新倉庫は23年6月に着
工、24年5月に竣工・営業
開始する。

同倉庫は敷地面積1万
193.53㎡に、鉄骨造り4階建
て、延べ床面積1万4,803.28
㎡を建設するもので、15t
天井クレーン2基、貨物用
エレベータ2基、垂直搬送
機1基、ドックレベラー6基
を装備、定温庫は 4室
（2,972㎡）設置する。

ヤマタネ
輸出入や配送拠点に利用
ヤマタネは、今後の輸出
入貨物量の増加を見込み、
輸出入貨物取扱い拠点とし
て、また流通加工・小口配
送などの配送センターとし
て、本牧埠頭（A突堤）に
新倉庫の建設に23年3月に
着手、竣工は24年6月を予
定している。

新倉庫は輸出入貨物取扱

い拠点として利用するとと
もに、流通加工・小口配送
などの配送センターとして
も利用でき、かつ定温空調
設備を備え多品種貨物の保
管ニーズにも対応してい
く。
新倉庫（神奈川県横浜市
中区本牧ふ頭7、8）は敷地
面積7,919.50㎡に、鉄骨・鉄
筋造りの地上4階建て、延
べ床面積1万9,584.00㎡を建
設する。

ケイヒン
定温庫完備の新倉庫建設
ケイヒンは、横浜港本牧
ふ頭A突堤に延べ床面積2
万3,827.18㎡の新倉庫を建設
中で、23年3月に着工し、
24年8月に竣工予定だ。
建設地（横浜市中区本牧
ふ頭9-90）は、横浜港の中
心にあり、高速道路網への
アクセスにも優れている。

新倉庫は、制振構造を取り
入れるほか、BCP対応とし
て非常用発電機を設置する
とともに、環境負荷低減の
取り組みとして、LED照明
と太陽光発電設備を導入す
る予定だ。
　また高付加価値商品に対
応した定温庫を設置、商品
の入庫から保管、出庫まで
の荷役作業、流通加工さら
には配送手配まで、多様な
ニーズに対応していく方針

だ。
敷地面積6,875.54㎡に、鉄
骨・一部鉄筋造りの地上6
階建て（倉庫5階建て）、
延べ床面積2万3,827.18㎡の
規模となる。

澁澤倉庫
輸入食品用定温・定湿倉庫
　澁澤倉庫は、横浜港の本
牧ふ頭A突堤で定温・定湿
機能を備えた新倉庫を整備
中で、23年6月に着工、24
年10月に竣工予定だ。

新倉庫は、定温・定湿機
能を備えることで今後も需
要増加が見込まれる輸入食
品や輸入酒類などを含め、
輸出入貨物の取り扱いに適
した拠点として、多様化す
る顧客の物流ニーズに対応
する。
新倉庫（神奈川県横浜市
中区本牧ふ頭8番113）は敷
地面積8,200.11㎡に、鉄筋コ
ンクリート造り・一部鉄骨
造りの地上4階建て、延べ
床面積2万2,656.00㎡を建設
している。

山九
次世代型物流センター建設
　山九は、25年2月に「本
牧ロジスティクスセンター
（仮称）」（神奈川県横浜
市中区本牧ふ頭9-88）を開
設する。敷地面積 1万
5,027.75㎡にS造り4階建て、

施設面積は2万921㎡（うち
倉庫1万7,025㎡）、垂直搬
送機4基、EV1基を整備す
る。1階は高床、低床を備
え、ドッグレベラーを10基
装備する予定だ。横浜港の

中心的な役割を担う本牧ふ
頭内に位置し、横浜港内で
最大規模の倉庫となる。同
倉庫は東京中心部や羽田空
港にも車で30分圏内とアク
セス面に優れているほか、
大型フォークリフトなど豊
富な資機材を有し、製品か
ら原材料製品までのあらゆ
る荷役と入出庫から船積み
までを一貫工程で対応す
る。

ダイワコーポレーション
新山下第2営業所を開設
　物流企業のダイワコーポ
レーション（東京都品川
区）は23年8月、横浜港に
「新山下第2営業所」を開
設した。
　「新山下第2営業所」は
地上3階建て、延べ床面積
3,562坪の物流拠点で、2008
年に竣工した「新山下営業
所」の敷地内に開設した。
新施設は本牧ふ頭と山下ふ

頭の中間地点に立地し、大
黒ふ頭や南本牧ふ頭にも近
く、高速道路網へのアクセ
スにも優れていることか
ら、輸出入貨物の取り扱い
拠点として利用するととも
に、流通加工・小口配送な
どの配送センターとしても
利用できる。

日新
神奈川埠頭倉庫営業所
　日新が横浜市で建設を進
めていた「神奈川埠頭倉庫
営業所」が23年9月に営業
を開始した。同営業所は危
険物（消防法第四類）を中
心に、高圧ガスや毒劇物な
ど多種多様な品目の取り扱
いが可能な施設で、首都高
速横羽線・子安ICからアク
セスも良く、横浜港内の各
埠頭へも近接したロケーシ
ョンで輸出入拠点として最
適な立地だ。

設備面では、近年増加す
る自然災害への備えとして
防潮堤、非常用発電機を設
置した他、脱炭素・循環型
社会の実現に向けた取り組
みとしてEV充電設備を設
置、太陽光発電設備も設置

予定で、9月から設置工事
を開始する。同営業所とグ
ループ会社の鶴見倉庫を合
わせた危険物貯蔵量は約1
万4,000褌（ドラム缶7万本
相当）となり、京浜地区最
大の取扱量を誇ることとな
る。
神奈川埠頭倉庫営業所

（神奈川県横浜市神奈川区
恵比須町9-7）は敷地面積2
万1,389.95㎡に、危険物倉
庫5棟、高圧ガス倉庫2棟、
普通品倉庫1棟、一般取扱
所1棟から構成、危険物倉
庫、高圧ガス倉庫は鉄骨造
り平屋建て、普通品倉庫の
鉄骨造り2階建てで、保管
面積は合計8,572.86㎡。

アサヒロジスティクス
第2大黒ふ頭流通Cを開設
アサヒロジスティクス

（埼玉県さいたま市大宮
区）は24年1月、第2大黒ふ
頭流通センター（神奈川県
横浜市）を開設した。
第2大黒ふ頭流通センタ

ーでは新たに、ワインや穀
物、チョコレートなどの温
度管理商品にも対応した定
温庫の運用を開始した。
第2大黒ふ頭流通センタ

ー（神奈川県横浜市鶴見区
大黒ふ頭22番、Y-CC横浜
港流通センター内3階、304
区画）は、延べ床面積が
4,383㎡、うち常温庫が2,783
㎡、定温庫が1,494㎡。

本牧ふ頭A突堤

その他港頭地区
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24年に4棟竣工、25年度までに10棟が稼働

物流があるから、 世界はいつも新しい。
モノを作っている人がいて、売っている人がいる。

そこには必ず「つなげる人」がいる。正確に、丁寧に、安全に。
あなたの手元から、新たな景色を広げるために。

ヒト、モノ、コトの接点を生み出す。ケイヒングループ。

　横浜港では、本牧ふ頭A突堤の横浜港埠頭の用地約13haにロジスティクス拠点
の整備を進めており、23年度までに4棟のロジスティクス施設が新規稼働、24年
に4棟の稼働が予定している。引き続き、新たなロジスティクス施設の進出を促進
し、25年度までに計10棟が稼働予定だ。

京浜海運貨物取扱同業会
会  長 飯　塚　利　信
副 会 長 矢 吹 欣一郎
副 会 長 早　川　正　雄
副 会 長 辻　　　克　行
副 会 長 関　野　治　夫

〒231-0023 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館1階
電話 045-671-9825  FAX 045-671-9830

理 事 長 矢 吹 欣一郎
副理事長 宮　河 大　輔
専務理事 降 幡 幸 朋

協同組合 東京海貨センター

〒143-0001 東京都大田区東海4-3-1
電話 03-3790-8181  FAX 03-3790-9531

理 事 長 山 田　　　隆
副理事長 早 川 正 雄
副理事長 石 川 　 健
専務理事 伊 東 直 樹

横 浜 港 運 事 業 協 同 組 合

〒231-0811 横浜市中区本牧ふ頭1
電話 045-622-4451  FAX 045-623-4305

理 事 長 早　川　正　雄
副理事長 辻   克 行
専務理事 石 川 一 彦

京浜輸出入貨物取扱業協同組合

〒230-0054 横浜市鶴見区大黒ふ頭19
電話 045-506-5971  FAX 045-506-5977



ENEOSと水素SCで連携
ENEOSとは、脱炭素社

会の早期実現に寄与するた
め、横浜臨海部における水
素利活用のためのインフラ
整備を協働で推進し、水素
サプライチェーン構築に向
けて連携することを目的
に、21年11月に連携協定を
締結した。水素の輸入・貯
蔵・供給・利用というサプ
ライチェーンの構築に向
け、水素の輸入拠点化、パ
イプラインをはじめとする
水素供給インフラ整備など
について連携して検討、推
進している。

川崎市との連携
　地域経済の中核を担う臨
海部において、カーボンニ
ュートラル化を実現しつ
つ、産業競争力を維持・強
化していくため、水素など
の次世代エネルギーについ

て、連携・協力して利活用
を拡大することを目的とし
て、22年7月に川崎市と連
携協定を締結した。両市の
連携した取り組みにより、
日本最大の水素などの次世
代エネルギーのサプライチ
ェーンを形成し、日本の脱
炭素化をリードしていく。

イノベーション協議会設立
　23年8月、GX投資を呼び
込みながら脱炭素化を推進
するため、みなとみらい水
素プロジェクトと横浜港脱
炭素化推進臨海部事業所協
議会の構成員をはじめとし
た42の民間事業者・団体、
学識経験者などからなる
「横浜脱炭素イノベーショ
ン協議会」を設立し、横浜
が目指す脱炭素イノベーシ
ョンの方向性を発表してい
る。横浜市臨海部のポテン
シャルを活かし、産学官で

水素など次世代エネルギー
の供給・需要の大規模拠点
形成を目指すとともに、脱
炭素に資する先進的な技術
の研究、開発に向けた連携
を深めイノベーション創出
を目指す。

陸電供給設備の整備
　港に停泊中の船舶は、コ
ンテナ船では冷蔵・冷凍コ
ンテナ、クルーズ船では客
室・サービス施設などで大
量の電力を消費、船内で使
用するこれらの電力を重油
などの燃料でエンジンによ

り発電し、CO2を排出して
いる。停泊中の船舶のアイ
ドリングによるCO2排出量
は、臨海部の運輸部門の約
40％を占め、ふ頭における
脱炭素化には、アイドリン
グを止めるための陸上電力

供給設備の整備が最も効果
的だ。24年度は、本牧ふ頭
のA4公共岸壁で、内航貨
物船を対象として、停泊中
に必要な電力を供給する陸
上電力供給設備の運営を開
始する。同システムについ
ては、弘電社、三菱電機、
東芝三菱電機産業システム
（TMEIC）が港湾局から
受注している。また大さん
橋国際客船ターミナルにお
いて、クルーズ船への陸上
電力供給設備の整備検討を
進めていく方針だ。

グリーン電力の
供給拠点構築へ
横浜市は東京電力パワー
グリッド、海上パワーグリ
ッドと、横浜港におけるカ
ーボンニュートラルポート
の形成に必要となる、電力
ネットワークの将来構想や
新たなグリーン電力供給拠
点の構築検討に関する覚書
を24年4月に締結してい
る。クルーズ船への陸電供
給などによる臨海部の電力
需要増加、脱炭素化に伴う
電力需給バランスの変動に
対応する電力供給設備の構

築、電気運搬船による洋上
風力発電由来のグリーン電
力の横浜港への供給可能性
などを検討していく。電気
運搬船は、船に搭載した蓄
電池に蓄電し、電気を海上
輸送するという世界初の送
電手段。
　再生可能エネルギーは、
導入ポテンシャルが大きい
供給元と電力の需要地が離
れている場合が多く、その
送電手段の強化が課題の一
つとなっており、電気運搬
船はこれらの課題の解決手
段として可能性が期待でき
る。

LNGバンカリング拠点形成
　商船三井、エコバンカー
シッピングと横浜市は21年
10月、カーボンニュートラ
ル実現に向け、LNGなどク
リーン代替燃料を使用する
船舶の就航促進や横浜港で
の円滑な受け入れなどに関
して3者間で覚書を締結
し、連携していくこととな
った。
横浜港は、カーボンニュ

ートラルポートを目指し、
その取り組みの一環として
LNGバンカリング（燃料供
給）拠点の形成を進めてお
り、横浜市がバンカリング
船の係留場所となる岸壁を
整備し、エコバンカーシッ
ピングがバンカリング船を
建造している。
一方、商船三井グループ
は「商船三井グループ環境
ビジョン 2.1」を策定し、
2050年カーボンニュートラ
ルと国際海運からの温室効
果ガス排出削減に向けて、
重油に代わる各種クリーン
代替燃料の導入に取り組ん
でおり、目下は現時点で最
も実用可能な液化天然ガス
（LNG）を使用する船舶の
就航を促進している。

グリーンメタノール
供給拠点
A.P.Moller-Maersk（デン

マーク）、三菱ガス化学、
横浜市は23年12月、次世代
船舶燃料としてのグリーン
メタノールの横浜港におけ
るバンカリングの利用促進
に向け覚書を締結、国内初
のメタノール供給拠点を横

浜港に整備する。グリーン
メタノールについては三菱
ガス化学が生産または世界
から調達、Maerskが自社
運航コンテナ船で燃料とし
て利用、横浜港が供給イン
フラを整備する形となる
が、当面は、3者で横浜港
でのバンカリングを実現す
るための許認可をとること
が先決となる。
　またA.P.Moller-Maerskは
24年4月、横浜港大黒客船
ターミナルで、初寄港した
メタノール燃料を使用でき
る新造16,000TEU型二元燃
料コンテナ船の命名式を開
催し、“Astrid Maersk”
と命名した。

横浜市とみずほ銀行が
金融支援
　横浜市は2050年の脱炭素
社会の実現を目指し、国、
民間事業者などと連携しな
がら、カーボンニュートラ
ルポート（CNP）の形成に
取り組んでいるが、横浜市
とみずほ銀行は、横浜港に
おけるCNPの形成にあた

り、横浜市臨海部における
企業・団体の脱炭素化に向
けた活動に対し、新たな金
融支援スキームの創出に向
けた共同検討を目的とする
覚書を締結した。港湾脱炭
素化推進計画に基づいた金
融フレームワークの検討は
日本で初めての取り組みと
なる。

アンモニア燃料タグボート
日本郵船は、安心・安全
な燃料アンモニアの船舶へ
の補給の目途が立ったこと
で、5月下旬に横浜港で、
アンモニアローリー（タン
ク車）から6月に竣工予定
のアンモニア燃料タグボー
ト（A-tug）に、燃料を補
給することを決定した。実
現すればTruck to Ship方式
での船舶への燃料アンモニ
アの補給は世界で初めてと
なる。
横浜市では、IHI原動

機、日本海事協会、日本郵
船と4者間で覚書を締結
し、アンモニア燃料タグボ
ートの横浜港での円滑な受
け入れなどについて連携し
ている。
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横浜市では、2050年の脱炭素社会の実現を目指し、国、民間事業者などと連携しながら、カーボンニュートラ
ルポート（CNP）の形成に向けて取り組んでいる。GX投資の導入に向けて、臨海部において国や民間事業者・自
治体間の連携により、水素など次世代エネルギーの輸入・供給大規模拠点の形成に取り組むとともに、停泊中のク
ルーズ船から排出されるCO2を削減する陸上電力供給設備の整備検討など、ふ頭における脱炭素化を推進してい
る。また、豊かな海づくり事業として、新本牧ふ頭における生物共生型護岸の整備、臨港パークにおける藻場・浅
場の形成、市民に開かれた漁港の改修などの取り組みを進めている。CNP実現には、さまざまな分野における関係
者と連携して取り組みを進めていくことが不可欠で、横浜市は、ENEOSなどの民間事業者や川崎市などの自治体
と連携・協力することで、水素など次世代エネルギーの輸入・供給大規模拠点の形成に向けて取り組んでいる。

国、民間事業者、自治体などと連携強化
CNP形成へ、さまざまな取り組みを推進

副会長　原田龍次郎 副会長　藤 木 幸 三
副会長　田 留     晏 副会長　飯 泉 勝 也
副会長　石 黒 明 博 副会長　島 　 憲 蔵
副会長　串 田 素 宏 副会長　藤 木 幸 吉
副会長　大 田 晃 正 

231-8557 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館3階
　Tel 045-201-3295　Fax 045-201-3297

横 浜 港 運 協 会
会　長　　藤　木　幸　太
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港湾荷役自動化は
「人ありき」
港湾荷役作業の自動化は
まず「人ありき」で港湾労
働に携わる就労者の幸せを
第一にすることでブレは無
い。機械化は産業革命以
降、技術が進めばそれに合
わせて社会体制ができてき
た。ミナトも技術が確立
し、機械化が可能になり、
信頼性が担保されれば対応
するのが当然であり、現場
で作業し、実務を担う我々
もそれに合わせて人員体制
を作る。そうなった場合、
現実には人手が足りないな
どの問題が起こるかも知れ
ないが、時代は進んでいく
ので、それに合わせていく
のが世の常だ。
　それを考えて、労働組合
が本来どうあるべきなの
か、などの話になる。た
だ、労組だって働く場所が
あって始めて成り立つの
だ。
　米鉄鋼大手のUnited
States Steel（U.S. Steel）に
しても人件費が高すぎてコ
ストが上がり、商売ができ
ないような企業、産業にな
り、自滅したのであって、
港湾事業者である我々は、
そこで働く仲間と産業を守
らなくてはならない。

グローバリゼーションの
一人歩き
U.S. Steelの事例は参考に
なると思うが、現状を見る
と、新自由主義と言うか、
グローバリゼーションと言
う言葉の登場がマイナスに
なっている。今朝も横浜港
運協会の定例会議で話をし
たが、労働組合や農協に代
表される中間団体が弱体化
している。海外進出した大
手企業は自国も外国も、同
じ色で塗ってしまう。そう
すると日本人としてのステ
イタスが薄らいでいき、違
う方向に行ってしまう。
経団連へのお願いだが、
上場企業を中心に大企業が
集まった団体と、政治家や
政府が一緒になり、グロー
バリゼーションを作り上
げ、日本の人口の8割方を
占める、中小、零細企業で
働く人を巻き込んだが、中

小・零細にとってグローバ
リゼーションの恩恵も何の
無い。これは由々しき問題
だと認識して頂きたい。
　だから、労組がストをす
ると、「じゃあ、コストの
安い移民を受け入れます
よ」と言い、進めてしまっ
たのが、ドイツなどの現状
だ。その方向に日本政府が
持って行くのか、というの
が目下の注目点だ。

日本で進む政治との分断
　政府はCOVID19（コロ
ナ）のパンデミック（世界
的な感染、流行）時に社会
的に必要な業種（エッセン
シャルワーカー）に港湾労
働者を入れてくれなかった
が、最近、急に入れた。今
頃いれるのもおかしな話
だ。企業減税にしても大企
業の恩恵が大きく、一般国
民には全く無かった。
　港湾作業の機械化一つを
とっても社会的環境がどう
なのか、と言う問題なの
だ。だから横浜港運協会の
前会長（藤木幸夫氏）が一
貫して「まず、人ありき
だ」と言い続けてきた。こ
れは自動化に対して絶対反
対を唱え、完全阻止するイ
デオロギーの問題ではな
い。人口が減っているとい
うのを理由にする人がいる
が、それは言い訳ではない
か。
　戦後、日本がこれだけ発
展したのは、仕事があると
ころに人口が増えたから
だ。日本の高度成長期には
人口が増えているところに
海外からの仕事が来て、さ
らに地方の農村から都市部
に人口が移動し、仕事がで
き、子供が増えて行ったか
らだ。
　これから人口が減ってい
くところで「ミナトを自動
化しろ」とか言うのは話に
ならない。コンテナ貨物が
無い処にコンテナターミナ
ル作るのは富士山の八合目
にガソリンスタンドをつく
るようなものだ。

　政府のやる事は政治家と
一体化していて、そこに経
団連が入ると質（たち）が
悪い。経団連は良い大学を

でたサラリーマン社長が多
く、政府はそれらの人の言
うことを聞く。商工会議所
も組織が大きく、迎合する
人ばかりだ。上から言われ
ると言われた通りにやる。
カジノの時も賛成のお御輿
をかついでいた。

　作家の五木寛之氏が30年
前に経済評論家が書いた本
を集め読み返したそうだ
が、今の経済状況を当てて
いる人は竹村健一氏をはじ
め一人も居なかったそう
だ。テレビ東京の朝の番組
で色々な数字を出して言っ
ているが、当てる人は一人
も居ない。経済評論家に洗
脳されて主婦がFX（外貨
取引）をやったりして破産
しているひとも多いが、政
府はそういう処を見ていな
い。
　政治の世界では自民党よ
りも共産党の言っているこ
とが正しい。公明党はどっ
ち付かずだし、野党は垣根
のそとで吠えていたりで、
自民党に対抗できるのは共
産党だけだ。
　政治家と会ったりした時
に「もう政治家辞めた方が
いいんじゃないの。どうせ
あんた一人じゃ何にもでき
ないし、世の中かわらない
よ」と言っている。
　では「市」は変えられる
と言うとそうではない。地
方も議会があって、中央の
政治のコピーになってい
る。中央が自民党だと、県
や市も自民党になってい
る。だから、今回の裏金問
題でも二世議員は当たり前
のようにやっていて、「親
父がやっていて、これって
悪いの？」と言うのが典型
的な反応だ。傍から見れ
ば、「親父が悪い事やって
んだから、それを真似した
ら悪いに決まっているだ
ろ」と言う極めて常識的な
話なのだが。
　以前、リクルート事件で
政治献金（贈与）が問題に
なり、規制が強化された
が、政治家は必ず抜け道を
作っていて、自民党議員は
その抜け道通りにやってく
る。
　また、指定管理者制度

（自治体が民間企業やNPO
などの団体を指定して公共
施設の管理運営を行う制
度）もISPS Code（船舶、
港湾施設の保安確保等に関
する国際条約）で一番安い
ところが落札し、業務にあ
たった。そうしたら、各タ
ーミナルゲートでのチェッ
クが入場者に書類の提示を
求め混乱し荷役作業員とケ
ンカになってしまった。そ
の結果、元に戻し京浜港ワ
ッチマン業協同組合がやる
事になった。

　国鉄から始まった郵政な
ど公営事業の民営化は皆、
二言目には効率化を口にす
るが、実際は非効率だ。結
論から言うと、中間的な団
体が力を持ち、行政や政治
家にモノを言い、対峙しな
くてはいけないと思う。
　昔は特定分野に詳しい族
議員が居て、現場を知って
いる官僚が動き、物事が円
滑に動いていた。今はそれ
らの悪い面だけがとらえら
れ「談合の温床になってい
る」とか「悪者」とされ、
良い面を誰も見なくなり、

動かなくなってしまった。
建設的な意見としては今後
の災害対策とか、自然に対
する対応は待ったなしで、
全人類の課題だ。これは港
湾局の単位ではなく、市
民、国民を巻き込み、取り
組んで行かねばならない。

戦争も質（たち）が悪
い。パレスチナの問題は政
治に加えて、歴史、宗教も
絡み、その背後に大国が居
て問題を複雑にしている。
トランプ前大統領でさえも
大統領選に勝ったら、ウク
ライナへの軍事支援だけで
なく「イスラエル支援も止
める」と言っており、米国
の学生の間では「トランプ
の方が良い」と言っている
そうだ。

横浜ハーバーリゾート
について
　今頃は山下ふ頭の再開発
に関わる横浜ハーバーリゾ
ート協会がニュースになら
ないが、ニュースにならな
いのは良い事なのだ。カジ
ノ誘致の時は敵が居て、反
対側の我々は少数でもあ
り、市民を味方につけなく
てはいけないので、一所懸
命に反対理由を発信した
が、カジノ誘致の動きが無
くなった現在は通常モード
に入り、横浜市民、国民の
視座で「山下ふ頭の再開発
はこうあるべき」という信
念の下で、色々な方々の意
見を聞き、冷静に横浜のた
めに動いている。今後の山
下ふ頭の再開発に期待して
頂きたい。

　国内の港湾は日本の産業が抱える様々な課題をそのまま受けている。国内産業
の国際競争力の低下にともなう輸出貨物の減少、人口減少に伴う輸入貨物の減少
などの影響で日本発着貨物が減少し、基幹航路（トランクライン）の寄港数が減
少、フィーダー港化している。国際貿易における港湾の主たる現場はコンテナタ
ーミナルであり、港湾運送事業者の職場だ。これら国内港湾が抱える課題につい
て港運事業者は「港湾荷役作業の自動化」など港運事業者の生産性の向上を求め
られたりする。これらへの対応やその基本理念、港湾政策を策定する日本の政
治、などについて、横浜港運協会の藤木幸太会長に聞いた。

グローバリゼーションと港湾の自動化
港湾の自動化は、就労者の幸せを第一に考えて進めるべきだ

横浜港運協会会長 藤木  幸太 氏

ANNIVERSARY
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対象は荷主企業、フォワ
ーダーなど（船社と共同で
応募することも可能）で、
24年3月29日～12月27日の
期間公募している。具体的
には、24年4月1日から25年
3月31日の間に、日本で積
み替える、またはアジア
（日本を除く）、北米また
は中南米を出港するもので
あることが要件。
　輸送ルートは、アジア～
北米・中南米航路で横浜、
川崎、大阪、神戸港で積み
替える往復航の2ルート。
対象貨物は（1）従来の輸

送ルート（他国での積み替
え、直航航路のみでの輸
送、航空輸送など）から、
日本積み替えの輸送ルート
に変更する海上コンテナ貨
物、または（2）日本積み
替えの輸送ルートで新規に
輸送する海上コンテナ貨
物。輸送数量は海上コンテ
ナ1TEU以上。積み替え輸
送において、積み替える海
上コンテナ貨物1TEUあた
り原則として2万円を協力
費として事業者に支出予定
だ。
一方YKIPは、毎年度、

国際戦略港湾競争力強化対
策事業の実施主体として、
国の補助金を活用し、横浜
港・川崎港への航路誘致、
集貨促進を図るため、支援
プログラムを展開してきて
いるが、24年度もこれを継
続している。
YKIPでは、外航事業支

援として横浜・川崎港へ寄
港する基幹航路（北米・欧
州・中南米・豪州・アフリ
カ航路など）を開設・増便
する外航船社に対して取扱
貨物量に応じて支援する。
また国際フィーダー航路支

援として、両港に寄港する
フィーダー航路の開設・増
便など、内航船による国際
フィーダー航路網強化に資
する取り組みに対して、取
扱貨物量に応じて内航船
社、外航船社などを支援す
る。加えて、両港での国際
基幹航路による国際トラン
シップ（外航船から外航船
への積み替え）する場合、
貨物量に応じて外航船社な
どを支援する。
国際フィーダー・鉄道輸
送への転換促進支援も継
続、北日本・東日本各地か
ら海外へ直接輸出入また
は、京浜港との間をトラッ
ク輸送し輸出入している貨
物を、横浜港経由の内航フ
ィーダーまたは鉄道輸送に
利用転換する場合、荷主・
フォワーダー、外航船社、

内航船社などに対して貨物
量に応じて支援する。国際
フィーダーコンテナの港内
ショートドレージ費用支援
では、国際フィーダーコン
テナ貨物が、横浜港内の異
なるターミナル間のドレー
ジ輸送が必要となった場
合、または鉄道輸送で横浜
港に輸送した貨物について
鉄道貨物駅と横浜港内コン
テナターミナル間のドレー
ジ費用が必要な場合、ドレ

ージ輸送費用を支援する。
　23年度に新設した南本牧
ふ頭超大型コンテナ船タグ
ボート配船費用支援を24年
度も継続する。MC-3・4岸
壁で超大型コンテナ船の入
出港操船上、4,000馬力以上
のタグボートが4隻以上必
要となる場合に、配備費用
の一部を支援するもので、
入港（接岸）または出港
（離岸）1回あたり40万円
を支援する。

　一般社団法人日本海事
検定協会の分析センター
は、昭和30年（1955年）に
東京と大阪の2箇所に開設
された。それ以来、国内
外の主要港での港湾業務
の拡大と幅広いネットワ
ークを活用した事業活動
によって、石油・石炭・
鉄鉱石・食品など、国民
生活にとって必要不可欠
な輸出入貨物の品質分析
の実績を積み上げ、その
間、分析技術を向上させ
つつ顧客ニーズに応えて
きた。横浜・大阪の分析
センターを始めとして、
石狩（平成15年）、苫小牧
（同年）、千葉（平成24
年）、名古屋（同25年）の
4箇所にサテライトラボが
ある。
このうち横浜分析セン

ターは、近年、事業規模
が急拡大してきたことで
分析センターが手狭とな
り、スペースの確保が緊
急の課題となっていた。
そうした状況にあって、
平成25年2月に協会創立100
周年を迎えることとな
り、その記念事業の一環
として、横浜市鳥浜地区
に新たな分析センターを
建設し、平成26年2月に移
転を完了し、分析業務を
開始した。
分析センターでは、輸出
入貨物の品質分析を主な業
務として行っている。取扱
品目は、鉄鉱石、石炭、石
油、化学品原料、及び食品

と多岐にわたっており、国
内外から当分析センターに
送付される品物の種類は、
着実に増加している。ま
た、貨物にトラブルが起こ
った場合の原因調査につい
ては、最新機器と各分野に
精通した専門スタッフで
様々な要望に迅速・的確に
対応している。
今後も、国内外を問わ

ず、従来の業務に加えて
資源・エネルギー、及び
食品分野の安全と安心を
重要テーマとして、積極
的に取り組んでいく。
わが国を取り巻く社会

環境の変化に対して、分
析機関に求められる役割
は益々重要となる。目覚
ましい進歩に伴い多様化
している資源エネルギー
及び食品に関わる分析の
経験と知識を更に深めて
いくとともに、顧客の目
線を忘れずに国内外の社
会変化を先取りして、一
歩踏み込んだサービスを
提供していく姿勢を全面
に打ち出す。
同協会は、輸出入食品

や貨物の安全と安心を守
ることに加えて、視野を
広く保ち、情報発信力を
強化して、「これまでの
100年からこれからの100
年」を見据え、経営理念
である「信頼のブランド
NKKK」をあらゆる事業
活動の原点におき、国際
社会への永続的な貢献を
目指す。

日本海事検定協会（NKKK）
分析センター（横浜）
国際社会への永続的貢献を目指す

“国際総合分析機関”

（写真　エスエス東京　島尾  望）

https://www.nkkk.or.jp

基幹航路、フィーダー航路支援なども継続
　横浜川崎国際港湾（YKIP）は、東南アジアなどからのトランシップ貨物の集貨
による国際基幹航路の維持・拡大に向けて、国土交通省などと連携、国際コンテナ
戦略港湾における国際トランシップ貨物の積み替え輸送を公募、選定した事業者に
は原則2万円/TEUの協力費を支払う予定だ。

横浜市港湾局提供
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　23年のコンテナ取扱個数
（実入り空合計）のうち、
外貿は輸出が1.8％増の142
万6,887TEU、輸入が2.8％
増の125万9,544TEU、合計
2.3％増の268万6,431TEUだ
った。内貿は移出が7.0％
減の15万4,672TEU、移入
が 3.5％減 の 17万 9,965
TEU、合計5.2％減の33万
4,637TEUだった。
外貿コンテナの輸出貨物

取扱量を主要仕向国別にみ
ると、1位の中国が前年比
3.9％減の320万トン、2位の
タイが6.6％減の129万トン
と上位2カ国が減少したも
のの、3位のメキシコは
65.2％増の128万トン、4位
の米国は9.5％増の98万ト
ン、5位のマレーシアが
9.3％増の88万トン、6位の
アラブ首長国連邦が43.3％
増の82万トンと増加した。

一方、輸出を主要品種別
にみると、自動車部品が
6.7％減の411万トン、完成
自動車が160.2％増の225万
トン、染料等化学工業品が
4.1％減の197万トン、産業
機械が3.8％増の159万ト
ン、金属くずが16.7％増の
80万トン、電気機械が5.0％
増の75万トン、ゴム製品が
5.7％増の72万トンだった。
輸入コンテナ貨物量を主

要相手国別にみ
ると、中国が
9.3％増の837万
トン、米国が
9.6％減の187万
トン、タイの
18.3％減の140万
トン、ベトナム
が0.3％増の112
万トン、豪州が
11.3％減の106万
トン。主要品種
別にみると、製
造食品が10.7％
減 の 190万 ト
ン、電気機械が
1.6％減の189万
トン、衣服・見
廻品・はきもの
が4.3％増の147万トン、野
菜・果物は7.4％減の135万
トン、家具装備品が12.2％
増の132万トン。
海上出入貨物全体では、
外内貿合計で前年比4.9％減
の1億97万トン、うち外貿
の輸出が2.0％増の2,950万ト
ン、輸入が10.5％減の4,193
万トン、輸出入合計で5.8％
減の7,143万トン、内貿の移
出が16.3％減の1,217万ト
ン、移入が9.3％増の1,738万
トン、移出入合計で3.0％減
の2,954万トンだった。
外貿貨物全体の輸出を主
要仕向国別にみると、中国
が1.3％増の418万トン、米
国が16.1％増の231万トン、
豪州が7.6％減の211万ト

ン、メキシコが49.9％増の
171万トン、タイが7.0％減
の150万トンだった。主要
品種別では、完成自動車が
10.8％増の1,116万トンと2ケ
タ増、自動車部品が6.8％減
の419万トン、産業機械が
0.3％増の313万トン、染料
等化学工業品が3.6％減の
202万トン、鋼材が3.4％減
の122万トンだった。
一方、輸入貨物取扱量を
主要相手国別にみると、中
国が10.4％増の892万トン、
豪州が1.0％減の646万ト
ン、米国が1.7％増の391万
トン、サウジアラビアが
47.0％減の251万トン、タイ
が14.3％減の192万トンだっ
た。

輸入貨物取扱量を主要品
種別でみると、LNGが7.1％
減の606万トン、原油が
44.8％減の487万トン、石炭
が44.4％増の198万トン、製
造食品が10.7％減の190万ト
ン、電気機械が1.6％減の
189万トンだった。
入港船舶は全体で隻数が
5.8％減の2万8,579隻と減少
したものの、総トン数では
8.5％増の2億8,853万総トン
と増加した。外航船は6.9％
増の8,800隻、9.9％増の2億
4,834万総トン、うちフルコ
ンテナ船は11.2％増の4,679
隻、14.5％増の1億2,729万総
トン、内航船は10.6％減の1
万9,779隻、0.5％増の4,019万
総トンだった。

横浜市港湾局は、23年の横浜港統計速報を発表、23年のコンテナ取扱個数
は外内貿合計で前年比1.4％増の302万1,068TEUとなり、輸出入ともに前年
を上回り、コロナ禍による世界的な物流の混乱が収束し、経済活動が回復して
いくなかで同港で300万個を上回るのは5年ぶりとなる。また自動車関連貨物
量は9.0％増の2,227万トン、このうち完成自動車の輸出は、半導体不足の影
響が緩和されたことなどで、10.8％増の1,116万トンと2ケタ増となった。外
航コンテナ船の入港隻数は、23年3月に北米東岸航路が就航するなど新規航路
の開設もあり、11.2％増の4,679隻となった。

完成自動車の輸出は2ケタ増の1,116万トン
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CONPASは、コンテナタ
ーミナルのゲート前混雑の
解消やコンテナトレーラー
のターミナル滞在時間の短
縮を図ることで、コンテナ
物流の効率化と生産性向上
の実現を目的としたシステ
ムで、ゲート前混雑が深刻
化する中、情報通信技術の
活用により、ゲート手続き
やヤード内荷役作業の効率
化を実現するため、横浜港
において18年から試験運用
を展開してきている。
南本牧での運用では、22
年12月から早朝時間帯に予
約枠を増設するなどの取り
組みを進め、運用開始当初
57店社だった登録企業は23

年12月には245店社まで拡
大している。予約取得数
は、運用開始以降減少傾向
を続けたが、23年2月から
急増、その後増加傾向を続
けている。
新たに船社との連携によ
る搬入情報の事前照合機能
の実装に向け、現在、
Ocean Network Express
Japan（ONE Japan）のシ
ステムOWPUに入力済みの
搬 入 票 を CyberPortと
CONPASを経由してTOS
（ターミナルオペレーショ
ンシステム）を共有するこ
とで、TOSの貨物情報と事
前照合、ゲート手続きのト
ラブルを回避し、ゲート処

理時間の抑制を図るトライ
アルを進めている。今後、
この機能を実装すると搬入
インゲートでの処理時間が
約6割短縮できるものと想
定している。
一方、本牧BC2ターミナ
ルでは22年と23年に2回試
験運用し、実入り搬出のみ
を対象として、予約情報を
利用した事前荷繰りでCY
内の荷役効率化の運用方法
確立と、予約状況確認場所
をターミナルから離れた位
置（本牧A突堤）に設置す
るショットガン方式確立に
向けて、試験運用してい
る。具体的には、トレーラ
ーがコンテナを引き取りに

来場する前に、搬出
対象のコンテナを本
船荷役の影響などを
受けない場所に移動
しておく。本船荷役
の影響や不要な荷繰
りを回避すること
で、コンテナの円滑
な引き取りが可能と
なり、コンテナヤー
ド内のトレーラー滞

留時間の短縮実現を図る。
試験では事前荷繰りをする
ことで、コンテナの搬出受
付から荷役完了までの平均
所要時間が約2割短縮した
という。
本牧D1ターミナルで

は、本船荷役が多い時間
帯、ゲートが混雑する時間

帯、蔵置率の低い日など、
繁閑に見合った予約枠を設
定することで、予約制によ
る効果を高めつつ、繁忙期
における支障を回避する試
験運用を展開した。今後、
24年度についてもBC2、D1
ともに試験運用に取り組む
予定だ。
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　横浜港南本牧ふ頭では、国土交通省が開発した新・港湾情報システムCONPAS
（Container Fast Pass）を、21年4月から南本牧CTで本格運用を開始してい
るが、船社との連携による搬入情報の事前照合機能のトライアルという新たな取り
組みを進めていく方針だ。

CONPASで新たな取り組み展開へ
コンテナ物流効率化・生産性向上に向けて
CONPASで新たな取り組み展開へ
コンテナ物流効率化・生産性向上に向けて

　横浜港では、国際コンテ
ナ戦略港湾として基幹航路
の維持・拡大に向けて、東
日本を中心に各港と連携を
進め、内航フィーダーコン
テナ船による横浜港への貨
物の集積に取り組んでい
る。一方、横浜川崎国際港
湾（YKIP）を中心に、東
日本におけるポートセール
ス活動も積極展開してお
り、23年度には栃木県宇都
宮市と宮城県仙台市で集貨
支援説明会やセミナーを開
催している。
　それら活動の成果もあ
り、横浜港では国際フィー
ダーコンテナ航路の開設が
進み、23年には相次いで内
航コンテナ船が就航してい
る。23年6月には、井本商
運が同年5月に新造した内
航コンテナ船“きそ”（全
長約142m、最大積載数
1,096TEU）が、横浜港南
本牧コンテナターミナルに

初入港している。同船は、
国内で運航する内航コンテ
ナ船で最大となり、横浜港
と苫小牧港を結ぶ航路に就
航している。同船の就航
は、内航コンテナの輸送力
強化につながり、横浜港へ
の集貨を促進するものとし
て期待している。
　また23年11月には鈴与海
運（静岡市）が同年10月に
竣工した内航コンテナ船
“清浦丸”（2,500総トン、
全長約111.62m、最大積載
数402TEU）が、横浜港本
牧D4コンテナターミナル
に初入港した。同船は鈴与
海運が運航する内航コンテ
ナ船で最大船型で、横浜港
と神戸港を結ぶ航路に就航

した。横浜市では今回の就
航が内航コンテナ輸送の強
化と横浜港の基幹航路への
サービスを向上させるもの
として期待している。
横浜港は国際コンテナ戦
略港湾として基幹航路の維
持・拡大に向けて、内航船
による国内港湾からの集荷
に積極的に取り組んでお
り、22年の内貿コンテナ取
扱個数は過去最高の35万
TEUだった。
　23年8月、YKIPは栃木県
宇都宮市のホテルで、北関
東地区をはじめとした荷
主、物流業者などを集め集
貨支援説明会を開催、国土
交通省港湾局や横浜市港湾
局がそれぞれの国際コンテ
ナ戦略港湾などの施策を説
明するとともに、YKIPは
集貨支援策について説明し
た。
　さらに23年11月20日に
は、宮城県仙台市で、横浜
港物流セミナーを開催、東
日本の荷主、フォワーダ
ー、その他関係事業会社を
対象に、横浜港の紹介、集
貨支援策、貨物取扱機能強
化に向けた取り組みについ
て説明した。

国際フィーダー航路、内航コンテナ船が就航
宇都宮や仙台で集貨支援説明会など開催




